
○ 水害の激甚化等による、治水対策の緊要性等を踏まえダムによる洪水調節機能の早期強化に向け、「既存ダムの洪水
調節機能の強化に向けた基本方針（令和元年12月）」及び「事前放流ガイドライン（令和3年7月）」が策定され、緊急時に
おいて既存ダムの利水有効貯水容量を洪水調節に最大限活用した運用がとられている
○ 人命優先の観点から洪水調節機能の拡大に協力しつつも、事前放流により水不足等の実害が生じないよう、安定供給
確保のための対策が必要である
○ 多くの水道事業者及び用水供給事業者は、安定的な取水のために必要な費用を負担して特定多目的ダムの建設事業
に参画し許可水利権を取得し安定供給に努めてきた

既存ダムの洪水調節機能強化に向けた基本方針への対応について

課 題
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要望事項 14

事前放流の実施後に、貯水池の水位が回復せずダムからの補給による水利

用が困難となる場合に備え、代替水源として河川維持流量の一時的

な転用を可能にするなど、実害が生じないように河川管理者が予め対応

策を定めておくこと 〔要望事項（２）〕

要 望

治水協定の締結者には、農業用水利用者等のダムに権利を持たない利水者

が含まれないことから、ダムからの補給による水利用が困難となる恐れが

生じた場合は、河川管理者が関係利水者間の水利調整を行うこと

〔要望事項（３）〕

要 望

事前放流後に水位が回復しなかった場合の損失補填の対象に、用水供給

事業者から受水する水道事業者を加えるとともに、利水者に特別な負担

が生じた場合に備え、事前放流ガイドラインにおいて、現在、損失補填制度

対象外となっているダムや関連費用についても、国の責任において適

切に対応することと 〔要望事項（４）〕

② 事前放流により水利用が困難となる場合の代替水源確保策

③ 関係利水者間の調整

④ 損失補填の対象等拡充

要 望

事前放流後に水位が回復しなかった場合の対応

・ 一級河川の、国土交通省が管理するダム、水資源機構が管理するダム、利水ダム
において、必要な水量が確保できず、利水者に特別の負担が生じた場合にあっては、
国が損失補填を行うものとする。

・ 一級河川の指定区間に設置された多目的ダム、二級河川のダムにおいて、必要な
水量が確保できず、利水者に特別の負担が生じた場合にあっては、河川を管理する
都道府県が損失補填について検討するものとする。

【損失補填の内容】
水道： 事前放流により利水容量が従前と同等に回復しない場合で、取水制限の新た
な発生や、その期間の延伸及び取水制限率の増加に伴い発生する利水事業者の広報
活動費用及び給水車等対策費用の増額分とする。

【参考】損失補填について（事前放流ガイドラインより）

治水協定や事前放流ガイドラインについて、損失補填や費用負担等、改善

に向けた協議を関係省庁等と行えるように調整すること 〔要望事項（１）〕
要 望

① 治水協定や事前放流ガイドラインについての協議の場の設定


